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右
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質
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主
意
書
を
提
出
す
る
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提 
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柴 
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睦 
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一 

 



 

周
知
の
よ
う
に
請
願
権
は
、
諸
国
の
憲
法
に
お
い
て
伝
統
的
な
国
民
の
参
政
権
的
権
利
と
し
て
広
く
保
障
さ
れ 

 

て
い
る
。
我
が
国
で
は
、
現
行
憲
法
が
、
請
願
権
を
侵
す
こ
と
の
で
き
な
い
国
民
の
基
本
的
人
権
と
し
て
保
障 

 
 

 

（
憲
法
第
十
六
条
）
す
る
と
と
も
に
、
こ
の
憲
法
規
定
を
施
行
す
る
た
め
、
一
般
法
た
る
請
願
法
（
昭
和
二
十
二
年 

 
 

法
律
第
十
三
号
）
等
を
制
定
し
て
い
る
。 

私
は
、
一
九
八
四
年
、
「
国
民
の
請
願
権
問
題
に
関
す
る
質
問
主
意
書
」
（
昭
和
五
十
九
年
三
月
三
十
一
日
提 

 
 

出
・
質
問
第
一
〇
号
、
以
下
「
質
問
書
」
と
い
う
。
）
で
、
現
行
請
願
法
の
解
釈
・
運
用
全
般
に
つ
い
て
政
府
の
見 

 
 

 
 

解
を
た
だ
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
今
日
な
お
、
請
願
法
の
立
法
趣
旨
は
も
と
よ
り
、
質
問
書
に
対
す
る
政
府
答 

 
 

弁
（
昭
和
五
十
九
年
五
月
八
日
受
領
・
答
弁
第
一
〇
号
、
以
下
「
答
弁
書
」
と
い
う
。
）
に
違
背
す
る
事
態
が
随
所
で 

 
 

み
ら
れ
る
。 

 
請
願
権
問
題
に
関
す
る
質
問
主
意
書 

三 

 



 

① 

法
律
に
よ
り
直
接
に
設
立
さ
れ
又
は
特
別
の
法
律
に
よ
り
政
府
が
命
ず
る
設
立
委
員
に
よ
つ
て
設
立
す
べ 

 
 

き
も
の
と
さ
れ
る
法
人
で
、
そ
の
新
設
・
目
的
の
変
更
・
当
該
法
律
の
定
め
る
制
度
の
改
廃
等
が
総
務
庁
の 

 
 

 

審
査
対
象
と
さ
れ
て
い
る
い
わ
ゆ
る
特
殊
法
人
は
、
政
府
が
必
要
と
認
め
て
行
う
事
務
・
事
業
の
う
ち
、 

 
 

 
 

「
そ
の
性
格
が
企
業
的
経
営
に
な
じ
む
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
を
通
常
の
行
政
機
関
に
担
当
せ
し
め
て
は
、
各 

 
 

 

一 

請
願
の
相
手
方
た
る
「
官
公
署
」
に
つ
い
て 

現
行
請
願
法
は
、
何
人
も
す
べ
て
の
「
官
公
署
」
に
請
願
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
を
定
め
て
い
る
。
こ 

 
 

の
「
官
公
署
」
に
つ
い
て
政
府
は
、
現
行
請
願
法
が
制
定
さ
れ
た
当
時
の
帝
国
議
会
で
「
公
共
組
合
等
」
を
含
む
と

答
弁
し
（
金
森
国
務
人
臣
）
、
私
の
質
問
書
に
対
す
る
答
弁
書
で
は
、
「
請
願
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
十
三 

 
 

号
）
の
『
官
公
署
』
に
は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
機
関
の
ほ
か
、
公
権
力
の
行
使
の
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
公 

 
 

法
人
を
含
む
も
の
と
考
え
る
」
と
答
え
て
い
る
。 

そ
こ
で
、
以
下
質
問
す
る
。 

四 

 



 

② 

民
営
化
さ
れ
た
国
鉄
・
電
電
・
専
売
の
旧
三
公
社
の
後
継
法
人
で
あ
る
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
、
北 

 
 

 

海
道
・
東
日
本
・
東
海
・
西
日
本
・
四
国
・
九
州
の
各
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
、
日
本
貨
物
鉄
道
株
式
会
社
、 

 
 

 
 

 

新
幹
線
保
有
機
構
（
以
上
旧
国
鉄
関
係
）
及
び
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社
（
旧
電
電
公
社
関
係
）
並
び
に
日
本
た 

 
 

ば
こ
産
業
株
式
会
社
（
旧
専
売
公
社
関
係
）
が
、
請
願
法
の
「
官
公
署
」
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
め
ぐ
つ
て
若 

 
 

干
の
疑
義
が
生
じ
て
い
る
。
こ
れ
ら
旧
三
公
社
の
後
継
法
人
は
、
①
に
該
当
す
る
特
殊
法
人
で
あ
り
、
か
つ
、 

 
 

 

塩
専
売
や
た
ば
こ
専
売
に
か
か
る
各
種
の
規
制
や
許
認
可
な
ど
の
「
公
権
力
の
行
使
の
事
務
」
（
答
弁
書
）
を 

 
 

 

種
の
制
度
上
の
制
約
か
ら
能
率
的
な
経
営
を
期
待
で
き
な
い
」
な
ど
の
理
由
で
設
立
さ
れ
た
も
の
（
総
務
庁 

 
 

『
特
殊
法
人
総
覧
』
）
で
あ
る
か
ら
、
当
然
、
請
願
法
の
「
官
公
署
」
、
つ
ま
り
、
政
府
が
答
弁
書
で
い
う
「
公
権 

 
 

 

力
の
行
使
の
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
公
法
人
」
に
該
当
す
る
こ
と
は
明
白
で
あ
る
と
考
え
る
が
ど
う
か
。
こ
れ 

 
 

 

ら
特
殊
法
人
の
う
ち
請
願
法
の
「
官
公
署
」
に
該
当
し
な
い
も
の
が
あ
れ
ば
、
当
該
法
人
名
と
「
官
公
署
」
に
該 

 
 

当
し
な
い
と
す
る
法
的
根
拠
を
法
人
ご
と
に
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

五 

 



 

③ 

日
本
銀
行
や
下
水
道
事
業
団
な
ど
、
①
に
該
当
す
る
特
殊
法
人
で
は
な
い
が
、
特
別
の
法
律
に
基
づ
い
て 

 
 

 

設
置
さ
れ
る
広
義
の
特
殊
法
人
た
る
い
わ
ゆ
る
認
可
法
人
も
、
「
国
家
経
済
総
力
ノ
適
切
ナ
ル
発
揮
ヲ
図
ル 

 
 

 

為
国
家
ノ
政
策
ニ
即
シ
通
貨
ノ
調
整
、
金
融
ノ
調
整
及
信
用
制
度
ノ
保
持
育
成
」
（
日
本
銀
行
法
第
一
条
）
な 

 
 

 

ど
の
「
公
権
力
の
行
使
の
事
務
」（
答
弁
書
）
を
つ
か
さ
ど
る
「
公
法
人
」（
同
前
）
で
あ
り
、
請
願
法
の
「
官
公
署
」 

に
該
当
す
る
と
考
え
る
が
ど
う
か
。
認
可
法
人
の
う
ち
請
願
法
の
「
官
公
署
」
に
該
当
し
な
い
も
の
が
あ
れ 

 
 

 

ば
、
当
該
法
人
名
と
「
官
公
署
」
に
該
当
し
な
い
と
す
る
法
的
根
拠
を
法
人
ご
と
に
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

二 

地
方
議
会
が
関
係
行
政
庁
に
提
出
す
る
意
見
書
の
扱
い
に
つ
い
て 

つ
か
さ
ど
る
「
公
法
人
」
（
同
前
）
で
あ
る
か
ら
、
当
然
、
請
願
法
の
「
官
公
署
」
に
該
当
す
る
と
考
え
る
が
ど
う 

 
 

 

か
。
こ
れ
ら
旧
三
公
社
の
後
継
法
人
の
う
ち
請
願
法
の
「
官
公
署
」
に
該
当
し
な
い
も
の
が
あ
れ
ば
、
当
該
法 

 
 

 

人
名
と
「
官
公
署
」
に
該
当
し
な
い
と
す
る
法
的
根
拠
を
法
人
ご
と
に
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。 

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
は
、
そ
の
第
九
十
九
条
第
二
項
で
、
地
方
議
会
は
「
当
該 

 
 

六 

 



 

三 

人
格
な
き
社
団
の
請
願
に
つ
い
て 

地
方
議
会
の
意
見
書
は
、
地
方
自
治
法
上
の
意
見
書
で
あ
る
と
同
時
に
、
請
願
法
上
の
請
願
で
も
あ
る
。
現 

 
 

に
政
府
は
、
私
の
質
問
書
に
対
す
る
答
弁
書
で
「
氏
名
及
び
住
所
を
記
載
し
た
文
書
で
あ
つ
て
、
官
公
署
を
提 

 
 

出
先
と
し
、
か
つ
、
請
願
と
し
て
の
内
容
を
備
え
た
も
の
は
、
請
願
書
で
あ
る
旨
を
明
示
し
て
い
な
い
も
の
で 

 
 

あ
つ
て
も
、
請
願
書
と
し
て
扱
う
べ
き
も
の
と
考
え
る
」
と
答
え
て
い
る
。
し
た
が
つ
て
各
省
庁
は
、
地
方
議 

 
 

 

会
の
意
見
書
を
請
願
法
上
の
請
願
と
し
て
扱
い
、
こ
れ
を
「
誠
実
に
処
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
（
請
願
法
第 

 
 

五
条
）
も
の
と
考
え
る
が
ど
う
か
。 

普
通
地
方
公
共
団
体
の
公
益
に
関
す
る
事
件
に
つ
き
意
見
書
を
関
係
行
政
庁
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と 

 

定
め
て
い
る
。
だ
が
、
各
省
庁
と
も
、
地
方
議
会
の
意
見
書
の
取
扱
い
や
処
理
に
か
か
る
法
令
上
の
規
定
が
未 

 
 

整
備
で
あ
る
こ
と
な
ど
も
あ
つ
て
、
国
会
が
、
受
理
し
た
意
見
書
の
処
理
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
よ
う
資
料
要 

 
 

求
し
て
も
そ
の
具
体
的
な
内
容
を
明
ら
か
に
で
き
な
い
な
ど
、
極
め
て
ず
さ
ん
な
取
扱
い
を
し
て
い
る
。 

七 

 



 

 

八 

法
人
が
官
公
署
に
請
願
を
提
出
す
る
権
利
を
有
す
る
こ
と
は
、
憲
法
第
十
六
条
及
び
請
願
法
の
規
定
に
よ
り 

 

明
白
で
あ
る
が
、
法
人
格
を
取
得
し
て
い
な
い
労
働
組
合
な
ど
、
い
わ
ゆ
る
人
格
な
き
社
団
が
請
願
権
を
行
使 

 
 

で
き
る
か
ど
う
か
を
め
ぐ
つ
て
若
干
の
疑
義
が
生
じ
て
い
る
。
人
格
な
き
社
団
で
あ
つ
て
も
、
団
体
名
及
び
主 

 
 

た
る
事
務
所
の
所
在
地
（
事
務
所
が
な
い
場
合
は
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所
）
を
記
載
し
た
文
書
で
あ
つ
て
、
官 

 
 

公
署
を
提
出
先
と
し
、
か
つ
、
請
願
と
し
て
の
内
容
を
備
え
た
も
の
は
、
請
願
法
上
の
請
願
と
し
て
「
こ
れ
を 

 
 

 

受
理
し
誠
実
に
処
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
（
請
願
法
第
五
条
）
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
と
考
え
る
が
ど
う 

 

か
。 

右
質
問
す
る
。 


